
平成26年１０月24日

県支出金
32億2,910万円
（8.0％）

歳入
405億
7,107万円

地方交付税
64億9,365万円
（16.0％）

国庫支出金
55億5,964万円
（13.7％）

市債
27億7,430万円
（6.8％）

その他(自主財源)
33億1,186万円
（8.2％）

その他(依存財源)
18億1,822万円
（4.4％）

分担金及び負担金
４億1,112万円
（1.0％）

使用料及び手数料
７億9,491万円
（2.0％）

市税
129億171万円
（31.8％）

　自
主
財
源
 51.1％　　　　　

　依
存
財
源
 4
8.9

％

繰入金
32億7,656円
（8.1％）

歳  入

　
歳
入
は
４
０
５
億
７
１
０
７
万

円
で
、
24
年
度
と
比
較
し
て

46
億
２
千
万
円(

12
・
９
％)

増
え

ま
し
た
。

　
主
な
内
訳
を
み
る
と
、
国
庫
支

出
金
は
地
域
の
元
気
臨
時
交
付
金

　
平
成
25
年
度(
25
年
４
月
１
日
～
26
年
３
月
31
日)

の
市
の
決
算

は
、
９
月
の
定
例
市
議
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。
政
策
推
進
と
し
て

｢

ひ
と
、
技
、
資
源
を
組
合
せ
活
気
う
ま
れ
る
ま
ち
づ
く
り｣

｢

誰
も
が
快
適
に
暮
ら
し
続
け
ら
れ
る
ま
ち
づ
く
り｣

｢

子
育
て
と
医
療
・
福
祉
の
充
実
し
た
明
る
く
健
や
か
な
ま
ち
づ
く
り｣

｢

生
き
る
力
を
育
み
、
文
化
が
躍
動
す
る
ま
ち
づ
く
り｣

｢

美
し
い
環
境
と
心
を
守
り
育
て
る
ま
ち
づ
く
り｣

｢

市
民
が
主
役
と
な
り
企
業
や
行
政
と
協
働
す
る
ま
ち
づ
く
り｣

の
６
つ
の
重
点
事
項
で
事
業
を
行
い
ま
し
た
。

な
ど
の
増
加
に
よ
り
17
億
１
千
万

円(

44
・
７
％)

増
え
、
55
億
５
千
万

円
と
な
っ
た
ほ
か
、
土
地
の
売
り

払
い
に
よ
り
財
産
収
入
が
７
億
円

(

１
９
６
・
７
％)

増
え
ま
し
た
。

　
一
方
、
市
税
は
法
人
市
民
税
の

減
少
な
ど
に
よ
り
１
２
９
億
円
と

な
り
、
１
億
９
千
万
円(

▲
１
・

固定資産税 68億4,319万円
市民税 49億7,928万円
市たばこ税 8億5,269万円
軽自動車税 2億1,422万円
入湯税 1,166万円
その他 67万円

市税の内訳

５
％)

減
少
し
た
ほ
か
、
地
方
交

付
税
が
64
億
９
千
万
円
で
５
億
４

歳出
390億
8,807万円

民生費
106億7,648万円
（27.3％）

総務費
58億9,328万円
（15.1％）

衛生費
25億5,560万円
（6.5％）

土木費
49億8,237万円
（12.8％）

教育費
41億5,004万円
（10.6％）

公債費
49億7,547万円
（12.7％）

その他
３億5,758万円
（0.9％）

商工費
22億9,650万円
（5.9％）

農林水産業費
15億1,696万円
（3.9％）

消防費
14億1,818万円
（3.6％）

議会費
２億6,561万円
（0.7％）

歳  出

一 

般 

会 

計 決　

算

25 年度

千
万
円(

▲
７
・
８
％)
減
少
し
ま

し
た
。

　
歳
出
は
３
９
０
億
８
８
０
７
万

円
で
、
24
年
度
と
比
較
し
て

４
億
５
千
万
円(

13
・
１
％)

増
え

ま
し
た
。

　
主
な
内
訳
を
み
る
と
、
総
務
費

が
地
域
の
元
気
臨
時
交
付
金
充

当
事
業
の
26
年
度
へ
の
繰
越
増

加
に
伴
っ
て
基
金
へ
の
積
み
立

て
が
増
え
た
こ
と
な
ど
に
よ
り

13
億
３
千
万
円(

29
・
２
％)

の
増

加
、
土
木
費
が
下
水
道
事
業
会
計

補
助
金
、
下
水
道
事
業
会
計
貸
付

金
を
支
出
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
り

14
億
５
千
万
円(

41
・
３
％)

の
増

加
、
教
育
費
が
北
上
総
合
運
動
公

園
体
育
施
設
整
備
事
業
な
ど
に
よ

り
７
億
３
千
万
円(

21
・
４
％)

増

え
ま
し
た
。

　
一
方
、
災
害
復
旧
費
は
東
日
本

大
震
災
に
関
連
し
た
災
害
復
旧
事

業
が
お
お
む
ね
24
年
度
で
終
了
し

た
こ
と
な
ど
に
よ
り
２
億
２
千
万

円(

79
・
８
％)

の
減
少
、
公
債
費

は
イ
ン
タ
ー
ハ
イ
関
連
施
設
整
備

に
係
る
地
方
債
の
償
還
の
終
了
な

ど
に
よ
り
３
億
７
千
万
円(

６
・

９
％)

減
少
し
ま
し
た
。

　
な
お
、
歳
入
と
歳
出
の
差
引
残

高
14
億
８
３
０
０
万
円
は
26
年
度

に
繰
り
越
し
ま
し
た
。
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第568号

　　問い合わせ
　　財政課　☎ 72-8249

特
別
会
計

歳　入 歳　出 差　引

国 民 健 康 保 険 83億6,038万円 82億5,268万円 1億770万円

後 期 高 齢 者 医 療 12億8,118万円 12億7,934万円 184万円
介 護 保 険

(保険事業勘定)
64億8,757万円 63億7,538万円 1億1,219万円

介 護 保 険
(介護サービス事業勘定)

2,092万円 2,092万円 0円

工 業 団 地 事 業 19億1,800万円 19億1790万円 10万円

農 業 集 落 排 水 事 業 9億9,412万円 9億9,200万円 212万円

駐 車 場 事 業 2億8,126万円 2億8,125万円 1万円

宅 地 造 成 事 業 3,886万円 3億3,746万円 ▲2億9,860万円

電 気 事 業 9億1,329万円 9億1,087万円 242万円

土 地 取 得 1,090万円 1,090万円 －

合　　計 203億648万円 203億7,870万円 ▲7,222万円

一 般 会 計 405億7,107万円 390億8,807万円 14億8,300万円

合　　計 608億7,755万円 594億6,677万円 14億1,078万円

特別会計決算額

　
10
の
特
別
会
計
の
合
計
は
歳
入

が
２
０
３
億
６
４
８
万
円
、
歳
出

が
２
０
３
億
７
８
７
０
万
円
と
な

り
ま
し
た
。
こ
の
う
ち
、
宅
地
造

成
事
業
で
歳
出
が
歳
入
を
上
回
り

ま
し
た
。
こ
の
不
足
分
に
は
、
26

年
度
の
予
算
を
繰
り
上
げ
て
充
て

ま
し
た
。

一般会計と
10の特別会計の決算総額
 歳入   608億7,755万円
 歳出   594億6,677万円   

市民一人当たり  約 64万円 の支出
(平成26年3月31日現在：人口93,594人)

特 

別 

会 

計

メガソーラー建設事業(電気事業特別会
計)   　　　　　　　　　９億788万円

■美しい環境と心を守り育てる
まちづくり

■子育てと医療・福祉の充実し
た明るく健やかなまちづくり

放課後児童健全育成事業
　　　　　　　　　　 １億2,273万円

■誰もが快適に暮らし続けら
れるまちづくり

橋 梁
りょう

長寿命化修繕事業　　　　　　　　　　　５億832万円

■市民が主役となり企業や
行政と協働するまちづくり

交流センター運営事業(16地区)
　　　　　　　　　　１億6,909万円

観光資源商品化事業(緊急雇用対策)
　　　　　　　　　　　　1,907万円

■生きる力を育み、文化が
躍動するまちづくり

笠松小学校排水設備改修事業  
　　　　　　　　　　　　 4,799万円

用語の解説
■地方交付税
市町村の財政力に応じて、国
から交付されるお金

■国庫・県支出金
国・県が市に対して、特定の
事業に使い道を指定して交付
するお金

■市債
市が事業を行うために計画的
に借りるお金

■繰入金
基金や他の会計から繰り入れ
たお金

■自主財源
市が自らの機能で調達したお
金

■依存財源
国や県の権限・基準によって
交付されるお金

■公債費
市債を返済するための費用

■ひと、技、資源を組合せ
活気生まれるまちづくり

※各事業千円以下の端数処理を行っているため、合計額は単純合計額と一致しません。
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平成26年１０月24日

　
水
道
事
業
会
計
に
は
、
飲
料
水

を
つ
く
る
事
業
費
と
配
水
管
な
ど

の
施
設
を
整
備
す
る
事
業
費
が
あ

り
ま
す
。

　
飲
料
水
を
つ
く
る
事
業
費

で
は
経
費
の
節
減
に
努
め
、

７
５
９
５
万
円
の
純
利
益
を
計
上

し
ま
し
た
。
こ
の
資
金
は
留
保
さ

れ
、
水
道
施
設
の
更
新
や
企
業
債

飲料水をつくる事業費
収入額

22億7,826万円

  受水費
  5億8,925万円

その他
（手数料、加入金、
負担金など）
2億3,253万円

支出額
22億231万円

施設整備事業費
収入額

17億9,758万円
支出額

12億5,900万円

人件費、維持
管理費など
 8億1,898万円

企業債支払利息
1億5,971万円

  減価償却費
  6億3,437万円

他会計長期
貸付金償還金
           10億円

  企業債
  2億8,310万円

出資金、負担金
など
3億3,918万円

企業債支払元金
　4億87万円

原水・浄水施設
整備事業
 ２億2,830万円

   人件費など
         3,360万円

配水管工事費
など
 5億9,623万円

  純利益
      7,595万円

給水収益
20億4,573万円

   国庫補助金
  １億7,530万円

　
下
水
道
事
業
会
計
に
は
、
排
水

を
処
理
す
る
事
業
費
と
施
設
を
整

備
す
る
事
業
費
が
あ
り
ま
す
。

　
排
水
を
処
理
す
る
事
業
費
は
、

水
道
事
業
会
計
へ
の
長
期
借
入

金
の
返
済
を
目
的
と
し
た
一
般

会
計
補
助
金
の
増
額
に
よ
り
、

７
億
３
９
５
万
円
の
純
利
益
を
計

上
し
ま
し
た
が
、
一
時
的
な
要
因

で
あ
り
、
依
然
と
し
て
厳
し
い
経

営
状
況
が
続
い
て
い
ま
す
。
　

　
施
設
を
整
備
す
る
事
業
で
は
、

村
崎
野
地
区
、
町
分
地
区
に
新
た

に
排
水
管
を
１
５
９
２
・
８
メ
ー

ト
ル
敷
設
し
ま
し
た
。

行政区域内人口 93,594人

処理区域内人口 60,991人

水洗便所設置済人口 53,497人

処理件数 23,660件

総処理水量 7,661,485㎥

総有収水量 5,698,329㎥

普及率 65.2％

水洗化率 87.7％

有収率 74.4％

■有収水量
主に下水道料金に結びついた処理水量
■水洗化率
処理区域内人口のうち、水洗便所設置済　
人口が占める割合
■有収率
総処理水量に占める総有収水量の割合

平成25年度の流域下水道関連
　(公共下水道)

他会計長期
借入金償還金
　　　10億円

排水を処理する事業費
収入額

28億8,927万円

流域下水道維
持管理負担金
  5億3,901万円

企業債等支払
利息
  4億7,701万円

下水道使用料
 11億8,779万円

一般会計負担金
など3,584万円

支出額
21億8,532万円

施設整備事業費
収入額

14億7,808万円
支出額

32億7,747万円

減価償却費
8億6,737万円

人件費・維持
管理費など
　3億193万円

企業債
10億9,650万円

国庫補助金
  7,150万円

一般会計出資金
  2億7,541万円

補てん財源
(損益勘定留保
資金など)
17億9,939万円

企業債償還金
19億9,828万円

流域下水道施
設建設負担金
  　4,520 万円

人件費など
 1,494万円

管きょ建設費
など
  2億1,904万円

一般会計補助金
   16億6,564万円

受益者負担金
など3,467万円

純利益
 ７億395万円

給水区域内人口 93,594人

給水人口 92,648人

普及率 99.0％

総配水量 9,766,035㎥

総有収水量 8,570,409㎥

有収率 87.8％

平成25年度の給水状況

※
公
共
下
水
道
を
利
用
で
き
る
地

域
に
お
住
ま
い
で
、
公
共
下
水
道

を
利
用
さ
れ
て
い
な
い
人
は
、
水

洗
便
所
に
改
造
し
て
い
た
だ
く
よ

(

施
設
整
備
時
に
国
な
ど
か
ら
借

り
た
お
金)

の
返
済
な
ど
に
使
わ

れ
ま
す
。

　
施
設
を
整
備
す
る
事
業
費
で

は
、
老
朽
化
し
た
水
道
管
を
約

14
・
２
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
更
新
し
、

耐
震
化
を
進
め
ま
し
た
。

　
問
い
合
わ
せ

　
　
下
水
道
課

　
　
　
　
　
☎
72

－

８
２
９
１

用語の解説

下
水
道
事
業
会
計

水
道
事
業
会
計

■給水収益
皆さんから水道料金としてお支払
いいただいたお金
■受水費
岩手中部広域水道企業団から水を 
買ったお金

用語の解説

　水道事業は、26 年度から北
上市、花巻市、紫波町の２市
１町による岩手中部水道企業
団に事業が移管となりました。
約 84,000 世帯に水道水を供給
する一部事務組合です。25 年
10 月 11 日に設立し、26 年４
月１日から水道事業を開始し
ています。

水道事業について

　問い合わせ

　　岩手中部水道企業団

　　　　　☎0198-29-5377

う
お
願
い
し
ま
す(

下
水
道
法
で

は
、
公
共
下
水
道
が
使
用
で
き
る

よ
う
に
な
っ
て
か
ら
３
年
以
内
に

公
共
下
水
道
に
連
結
す
る
接
続
工

事
を
行
う
こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ

て
い
ま
す)

。
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第568号

健
全
化
判
断
比
率

健
全
化
判
断
比
率
・
資
金
不
足
比
率

　
　
　
　
　
　
　
　
を
公
表
し
ま
す

■健全化判断比率
実質赤字
比率

連結実質
赤字比率

実質公債
費比率

将来負担
比率

24年度 － － 15.9％ 130.5％

25年度 － － 16.8％ 122.9％

早期健全化基準 12.29％ 17.29％ 25.0％ 350.0％

財 政 再 生 基 準 20.00％ 35.00％ 35.0％

　
平
成
19
年
に
制
定
さ
れ
た｢

地

方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に

関
す
る
法
律｣

に
基
づ
き
、
市
は

毎
年
度
の
決
算
時
期
に
、
財
政
全

般
の
健
全
化
判
断
比
率
の
４
つ
の

指
標
と
、
水
道
事
業
な
ど
の
公
営

企
業
会
計
の
資
金
不
足
比
率
を
算

定
し
、
監
査
委
員
の
審
査
を
受
け

て
議
会
へ
の
報
告
と
市
民
の
皆
さ

ん
へ
の
公
表
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　
こ
の
法
律
は
、
地
方
公
共
団
体

■資金不足比率 
24年度 25年度 経営健全化基準

水 道 事 業 － －

20％

下 水 道 事 業 － －

農 業 集 落
排 水 事 業 － －

工 業 団 地 事 業 0.2％ －

宅 地 造 成 事 業 －  －

　
市
の
25
年
度
決
算
に
お
い
て
、

実
質
赤
字
比
率
と
連
結
実
質
赤
字

比
率
は
算
出
さ
れ
ま
せ
ん
で
し
た
。

　
実
質
公
債
費
比
率
は
、
地
方
債

の
元
利
償
還
金
が
前
年
度
よ
り
も

増
え
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
０
・
９

ポ
イ
ン
ト
増
加
し
ま
し
た
が
、
将

来
負
担
比
率
に
つ
い
て
は
、
地
方

債
の
償
還
が
進
ん
で
残
高
が
減
少

し
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
７
・
６
ポ

イ
ン
ト
減
少
し
ま
し
た
。

　
こ
れ
ら
の
算
定
さ
れ
た
比
率
に

基
づ
き
、
市
と
市
が
関
与
す
る
団

体
の
財
政
お
よ
び
経
営
状
況
に
注

意
し
、
比
率
の
減
少
に
つ
な
が
る

対
策
を
講
じ
て
い
き
ま
す
。

25年度

資
金
不
足
比
率

　
昨
年
度
ま
で
工
業
団
地
事
業
特

別
会
計
に
お
い
て
、
資
金
不
足
比

率
が
算
出
さ
れ
て
お
り
ま
し
た
が
、

25
年
度
で
資
金
不
足
は
解
消
さ
れ

ま
し
た
。

今
後
の
財
政
運
営

制
度
の
趣
旨

一部事務組合・広域連合
地方公社・第３セクターなど

健全化判断比率・資金不足比率の対象

実
質
赤
字
比
率連 

結 

実 

質 

赤 

字 

比 

率

実 

質 

公 

債 

費 

比 

率

将 

来 

負 

担 

比 

率資 

金 

不 

足 

比 

率

※
資
金
不
足
比
率
は
公
営

企
業
ご
と
に
算
定
し
ま
す

一般会計
普
通
会
計

特
別
会
計

土地取得
国民健康保険

公
営
事
業
会
計

老人保健
後期高齢者医療
介護保険
介護サービス
駐車場
水道 公

営
企
業
会
計

下水道
農業集落排水
工業団地
宅地造成

■主な債務残高の推移　　　　　　　　　　  

地方債現在高
(普通会計)

企業債現在高
(企業会計)

一部事務組合
等に対する将
来負担額

地方公社
などの
債務残高

合計

24年度 449億円 419億円 ７億円 － 875億円

25年度 434億円 416億円 ８億円 － 858億円

比較(増減) ▲15億円 ▲３億円 １億円 － ▲17億円

の
財
政
が
破
た
ん
す
る
前
に
、
早

期
に
健
全
化
に
向
け
た
取
り
組
み

が
な
さ
れ
る
こ
と
を
意
図
し
た
も

の
で
、
そ
れ
ぞ
れ
の
指
標
の
い
ず

れ
か
が｢

早
期
健
全
化
基
準｣

ま
た

は｢

経
営
健
全
化
基
準｣

を
超
え
た

場
合
は
、
議
会
の
議
決
を
経
て
、

財
政
健
全
化
に
向
け
た
計
画
を
実

行
す
る
こ
と
を
定
め
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
さ
ら
に
状
況
が
悪
化
し
、

｢

財
政
再
生
基
準｣
を
超
え
た
場
合

は
国
の
関
与
の
も
と
、
財
政
再
生

を
目
指
す
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

問
い
合
わ
せ

　
財
政
課
　
☎
72

－

８
２
４
９

■用語の解説

①実質赤字比率…一般会計の赤字額の割合を示します。標準財政規模(※)に対して、
一般会計の赤字額がどの程度の割合になるかを算出します。
※標準財政規模…地方自治体の標準的な状態で通常収入が見込まれる一般財源(使途
が特定されず、どのような経費にも使用できる収入)の規模を表すもの。
②連結実質赤字比率…標準財政規模に対して、その年の全ての会計の決算により生じ
た実質赤字額がどの程度の割合になるか(特別会計を含めると赤字はないか)を算出し
ます。
③実質公債費比率…標準財政規模に対して、一般会計が負担する借金返済額がどの程
度の割合になるか(収入のうち、どのくらいを借金返済に充てているか)を算出します。
④将来負担比率…一般会計が背負っている借金などが、標準財政規模の何年分あるか
(将来の借金などの規模はどの程度か)を算出します。
⑤資金不足比率…公営企業ごとの資金の不足額が公営企業の料金収入などの規模で示
される事業規模に対して、どの程度の割合になるか(経営状況の深刻度)を算出します。
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